


日教弘三重支部　ＩＣＴ活用教育支援事業　申請書（変更）変更申請用

　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

公益財団法人　日本教育公務員弘済会三重支部長　様　

　令和　　年　　月　　日付で令和８年度ＩＣＴ活用教育支援事業助成校として決定通知をいただきまし
たが、下記のとおり当初提出した申請書の記載内容等を変更する状況が生じましたので、ご承認いただくようお願いいたします。

学校名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　校長名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　□ 本申請書（変更）の記載内容を承認しています。
（学校長による☑ をお願いします。）

令和８年度のICT活用教育支援事業について下記のとおり当初の申請内容を変更いたします。

記

　＊当初提出いただいた申請書から変更した内容又は項目等について、下線を引き明示してください。
　　また。変更することになった理由を明記してください。
	実践テーマ
	
	担当者名
	

	
	
	連絡先
電話番号
	

	実践テーマの
設定理由
	

	実践計画
	

	助成金の活用で
期待される効果
	

	資料等
	


注１　２枚以上になっても結構ですが、資料等は別添としてください。
助成金の使途内訳
	項　　目
	金額（税込）
	内訳

	





	
	

	合　　計
	円
	



注１　合計額は、10万円以上を記入してください。10万円分までを当会への申請額とみなします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注２　助成金の執行に当たっては、以下の点にご留意ください。
①助成金は、ICT機器またはICTを活用した教材・教具等（ICTの活用に付随する
環境整備に必要な物品等を含む）の購入に充てることとします。
②ICT機器は児童の学習活動等において使用することを条件とします。
教職員が校務に使用するものに充てることはできません。
　　　　　　③助成金の執行は、助成決定通知日以降、成果報告書提出締切日までとします。
[bookmark: _Hlk158195003]　　　　　④インターネットのショッピングサイトや量販店等での物品購入は認めます。
領収書の宛先は学校名となります。
学校宛ての領収書が発行可能かを注文前に確認してください。
学校宛ての領収書が困難な場合は、当会事務局まで連絡してください。
注３　下記の経費は助成対象となりません。
　　①営利目的又は営利につながる可能性の大きいもの
　　　　②他の機関からの委託によるもの
　　　　③既に終了しているもの
　　　　④学校としての教育活動に該当しないもの
　　　　⑤申請内容が当会の「生徒教育活動支援事業」と重複するもの
　　　　⑥教職員・児童の旅費及び講師謝金
※FAXでの受付はしません。
※書類送付・問い合わせ先
公益財団法人日本教育公務員弘済会三重支部
〒514-0003　津市桜橋2-142（三重県教育文化会館別館４階）℡059-224-0425



